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　市税は、市民の皆さまの安心で健康的な生活を維持するためのまちづくりを支える

大切な財源です。多くの納税者の方に納期限までに市税を納めていただいていますが、

残念ながら様々な理由で滞納されている方もいます。

　このようなことから、県内の全市町は、県と連携して納期内納付をされている方と

の公平性を保つため、11 月から 12 月までの２か月間を『滞納整理強化月間』に設定

して、滞納処分の強化に取り組みます。

【市税の滞納解消に向けて】
　近年の景気の低迷により、市税収入が減少する一方

で、市税の滞納が高い水準にあります。令和元年度の

徴収率は 94.7％と前年度に比べて増加していますが、

依然として厳しい状況です。

　滞納は市の財政を圧迫し、市民の皆さまの行政サー

ビスに大きな影響を与えます。皆さまのご理解とご協

力をお願いします。

【滞納処分の強化について】
　税務課では、督促状や催告書を送付しても応答がなく、納付で

きるにもかかわらず納付のない滞納者に対しては「賀茂地方税債

権整理回収協議会」と連携して、財産調査を行ったうえで、差押、

捜索、公売などの滞納処分を行います。

　徴収困難な滞納者については、地方税の滞納整理の専門機関で

ある静岡地方税滞納整理機構に移管し、滞納処分の強化を図りま

す。

滞納処分の流れ

【賀茂地方税債権整理回収協議会の取組】
平成 28 年４月から、静岡県と賀茂地域６市町で「賀茂地方税債権整理回収協議会」を設置し、市町税の共

同徴収に連携して取り組み、財産調査、差押、捜索などの滞納処分の強化を行ってきました。

　賀茂６市町の体制で取組を続けた結果、設置後の４年間で市税全体の収入率は 7.9％向上し、収入未済額は

４億円縮減しました。

　今後も引き続き賀茂地域全体の徴収体制の適正化に取り組んでいきます。

【困ったときには、早めの相談を！】
　病気や失業、新型コロナウイルス感染症の影響による収入減などの特別な事情があり納付が困難な方や、納

付が遅れている方は、お早めに税務課収納係（窓口⑦）へご相談ください。

　財産調査で判明した財

産を差し押えます。財産

調査や差押などの滞納処

分は、法令に基づいて行

われるもので、滞納者に

事前に告知することなく

行うことができます。

財産差押
　金融機関、勤務先、

生命保険会社などに対し、

質問及び調査を行います。

財産調査
納期限の約 20 日後に

督促状を発送します。

督促状の発送
　差し押えた財産は、取

立てや公売により換価

（換金）します。

　換価して得た代金は滞

納金に充当します。

換価・配当

（単位：百万円）

年度 平成 29年度

調定
額

2,907

236

3,143

2,846

69

2,915

97.9％

29.3％

92.7％

収入
額

収入
率

平成 30年度 令和元年度

現年
課税

差押等による
徴収金額

28,515 千円

8,080 千円

14,717 千円

9,085 千円

移管件数

20 件

15 件

15 件

15 件

年　度

滞納
繰越

合計

※金額は、一般会計市税（市民税、固定資産税、軽自動車税等）の決算数値

静岡地方税滞納整理機構移管実績

市税収納状況

調定
額

2,863

193

3,056

2,810

56

2,866

98.1％

29.1％

93.8％

収入
額

収入
率

調定
額

2,873

150 

3,023

2,818

46 

2,863

98.1％

30.2％

94.7％

収入
額

収入
率

平成 28 年度

平成 29 年度

平成 30 年度

令和元年度

税の滞納整理強化月間です!!
～納期内納付のご協力をお願いします～

11月･12月は、
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検針票のこの部分が、
隔月検針（2 か月に１度の請求）の方は、 
令和２年 10 月分、11 月分 
毎月検針（毎月請求）の方は、
令和 2 年 11 月分、12 月分
の請求が基本料金免除となります。

事業収入の減少割合

30％以上 50％未満

50% 以上

軽減割合

１／ 2

全額

免除金額は水道メーターの口径によって
異なりますので、口径をご確認ください。

下田 太郎

000-0000000-000

下田市東本郷一丁目 5 番 18 号

令和２年 10 月分

S000 13
20

免除します

事
業
用
家
屋
・
償
却
資
産
に
係
る
令
和
３
年
度
分
の

※土地及び事業以外に使用している家屋を除く

市ホーム
ページ


